
 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除の拡充及び延長  

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人税：義、所得税：外）（国税３） 

（法人住民税：義）（地方税２） 

② 上記以外の

税目 

－ 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

所得の計算上損金の額に算入される試験研究費の額がある場

合、その事業年度の法人税額（国税）から、試験研究費の額に税

額控除割合を乗じて計算した金額を控除することを認める制度。 

《要望の内容》 

我が国の国際競争力を支える民間研究開発の維持・拡大を図る

ため、イノベーションに繋がる中長期・革新的な民間研究開発投

資を促す仕組みとする。 

具体的には、企業が研究開発投資を増加させるインセンティブ

の更なる向上を図るため、投資インセンティブが効果的に働くよ

う見直しを行うともに、オープンイノベーションの促進を図るた

めの制度の見直し等を行う。 

 

○一般型のインセンティブを強化 

○オープンイノベーション型におけるスタートアップ企業の定

義の見直し及び控除率の引上げ 

○サービス開発の要件の見直し 

○オープンイノベーション型の共同試験研究及び委託試験研究

先として、特別研究機関等に福島国際研究教育機構を追加す

るとともに、成果活用促進事業者及び新事業開拓における研

究開発の成果を活用する事業者に同機構から出資を受ける者

を追加 

○一般型の控除率の上乗措置の適用期限の延長（２年間延長

（令和６年度末まで）） 

○試験研究費の額が平均売上金額の１０％超の場合の上乗せ措

置の適用期限の延長（２年間延長（令和６年度末まで）） 

○中小企業者等について、試験研究費が９．４％超増加した場

合の上乗せ措置の適用期限を延長（２年間延長（令和６年度

末まで）） 等 

《関係条項》 

租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第１０条、第４２条

の４ 

地方税（昭和２５年法律第２２６号）第２３条第１項第４号、第

２９２条第１項第４号、附則第８号 

5 担当部局 防衛省防衛装備庁装備政策部装備政策課 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：令和４年８月 

分析対象期間：令和２年度～令和６年度 

7 創設年度及び改正経緯 ・増加型：昭和４２年度創設 

・中小企業技術基盤強化税制：昭和６０年度創設 



 

・特別試験研究費税額控除制度：平成５年度創設 

・総額型：平成１５年度創設 

・高水準型：平成２０年度創設 

・平成２６年度税制改正にて、上乗せ措置（増加型及び高水準

型）を３年間延長するとともに、増加型の控除率を定率５％か

ら５～３０％（試験研究費の増加率に応じて控除率が変化する

仕組み）に変更した。 

・平成２７年度税制改正にて、控除上限を法人税額の３０％に引

上げる（総額型２５％、特別試験研究費税額控除制度（オープ

ンイノベーション型）５％（ともに適用期限の定めなし））と

ともに、オープンイノベーション型の控除率（１２％から２

０％又は３０％）及び対象費用（中小企業からの知財権の使用

料）を拡充し、繰越控除制度を廃止した。 

・平成２９年度改正にて、増加型を廃止した上で、総額型に増加

インセンティブを組み込み、高水準型を延長しつつ、売上高試

験研究費割合が１０％超の場合や中小企業者等の試験研究費が

５％超増加した場合に控除上限を上乗せできる措置を導入し

た。加えて、試験研究費の定義を見直し（第４次産業革命型の

サービスの開発を追加）、特別試験研究費税額控除制度の要件

を緩和した。 

・令和元年度改正にて、特別試験研究費税額控除制度の控除上限

を法人税額の５％から１０％に引き上げるとともに、支援対象

を拡大し、一部控除率を引上げた。総額型の控除率を見直し、

増加インセンティブを強化した。高水準型を廃止し、試験研究

費割合が１０％超の場合の控除率上乗せ措置を創設した（令和

２年度末まで）。ベンチャー企業が総額型を利用する場合の控

除上限を引上げた。控除率及び控除上限の上乗せ措置を２年間

延長した（令和２年度末まで）。 

・令和３年度改正にて、一般型（総額型から改名）の控除上限を

２５％から３０％に引き上げるとともに、一般型の控除率を見

直し増加インセンティブを強化した。自社利用ソフトウェアに

区分されるソフトウェアに関する試験研究費を税額控除対象に

追加した。特別試験研究費における共同研究の相手方に国立研

究法人の外部化法人及び人文系の研究機関を追加した。控除率

及び控除上限の上乗せ措置を２年間延長した（令和４年度末ま

で）。 

8 適用又は延長期間 ○一般型のインセンティブを強化 

○ オープンイノベーション型におけるスタートアップ企業の定義

の見直し及び控除率の引上げ 

○ サービス開発に係る対象事業の明確化 

○ オープンイノベーション型の共同試験研究及び委託試験研究先

として、特別研究機関等に福島国際研究教育機構を追加すると

ともに、成果活用促進事業者及び新事業開拓における研究開発

の成果を活用する事業者に同機構から出資を受ける者を追加 

（以上、適用期限の定めなし） 

 

○ 一般型の控除率の上乗措置の適用期限の延長 

○ 試験研究費の額が平均売上金額の１０％を超える場合の上乗せ

措置 



 

○ 中小企業者等について、試験研究費が９．４％超増加した場合

に控除率及び控除上限を上乗せする仕組み 

（以上、令和５年４月１日～令和７年３月３１日（２年間）） 

 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

我が国の研究開発投資総額（令和２年度：１９．２兆円）の約７

割（同：１３．８兆円）を占める民間企業の研究開発投資を維

持・拡大することにより、イノベーション創出に繋がる中長期・

革新的な研究開発等を促し、我が国の成長力・国際競争力を強化

する。あわせて、自律的なイノベーションエコシステムを構築す

る。 

《政策目的の根拠》 

１ 科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月２６日閣 

議決定）第３章の１の(b) 

２ 経済財政運営と改革の基本方針２０２２（骨太の方針）（令

和４年６月７日閣議決定）第２章の１の（２）及び（３）、第

３章の１の（１） 

３ 新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画（令和４年

６月７日閣議決定）Ⅲの２及び３の（２）② 

４ 激変する世界・日本における今後の中小企業政策の方向性 

―成長に向けた自己変革に挑戦し、地域を支える中小企業が

「成長と分配の好循環」をリードする―（令和４年６月２２日

中小企業政策審議会 総会）第４章 

５ 防衛生産・技術基盤戦略（平成２６年６月１９日防衛省策

定）５の（６） 

 

別紙第１参照 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

○ 産業技術・環境対策の促進並びに産業標準の整備及び普及 

 

○ 防衛省における政策評価に関する基本計画についてに規定す

る防衛省の政策評価における政策体系において、次のとおり位

置付けられている。 

別紙第２参照 

 

基本目標：①平素から、我が国が持てる力を総合して、我が国に

とって望ましい安全保障環境を創出、②我が国に侵害

を加えることは容易ならざることであると相手に認識

させ、脅威が及ぶことを抑止、③万が一、我が国に脅

威が及ぶ場合には、確実に脅威に対処し、かつ、被害

を最小化 

政策分野：我が国自身の防衛体制の強化（防衛力の中心的な構成

要素の強化における優先事項） 

施  策：産業基盤の強靭化 

 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

２０２１年度から２０２５年度までの官民合わせた研究開発投資

の総額を約１２０兆円にする。 

（政府投資が呼び水となり民間投資が促進される相乗効果や我が

国の政府負担研究費割合の水準等を勘案）  



 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

我が国全体の研究開発投資の７割以上を占める企業の研究開発

投資を押し上げることにより、国全体の研究開発投資を高め、イ

ノベーションの加速を通じた我が国の成長力・国際競争力を強化

することに大きく寄与することが可能。 

なお、研究論文（Ｋａｓａｈａｒａ ｅｔ ａｌ.（２０１

４））によれば、研究開発税制（総額型）の導入により、研究開

発投資が３．０～３．４％増加した。 

また、経済産業省と連携した上で、経済産業研究所がＥＢＰＭ

の一環として行った研究のディスカッションペーパー（池内（２

０２２））によれば、２０１５年度の税制改正におけるオープン

イノベーション型の拡充により、平均で１４．４％の外部支出研

究開発投資の増加に寄与したことが示されている。 

10 有効性

等 

① 適用数 ○適用事業者（法人）数実績（うち、資本金１億円以下の法人

分） 

 

＜一般型＞ 

令和 ２年度 ３，５０４法人（１，０２４法人） 

令和 ３年度 ３，６９８法人（３，６８７法人）（見込み） 

令和 ４年度 ３，６９８法人（３，６８７法人）（見込み） 

 

＜中小企業技術基盤強化税制＞ 

令和 ２年度 ５，１６４法人（５，１４８法人） 

令和 ３年度 ６，０９１法人（６，０７２法人）（見込み） 

令和 ４年度 ６，０９１法人（６，０７２法人）（見込み） 

 

＜オープンイノベーション型＞ 

令和 ２年度 ５６２法人（２８１法人） 

令和 ３年度 ６９２法人（３４６法人）（見込み） 

令和 ４年度 ６９２法人（３４６法人）（見込み） 

 

※令和２年度は「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報

告書（財務省）」により把握。 

※令和３年度及び令和４年度は、「令和３年度経産省アンケート

調査」の集計結果を元に、「租税特別措置の適用実態調査の結

果に関する報告書（財務省）」の数字で割り戻した数値で補正

し算出している。 

 

○将来推計 

＜令和５年度＞ 

・一般型          ３，６９８法人／事業年度 

・中小企業技術基盤強化税制 ６，０９１法人／事業年度 

・オープンイノベーション型   ６９２法人／事業年度 

 

＜令和６年度＞ 

・一般型 ３，６９８法人／事業年度 

・中小企業技術基盤強化税制 ６，０９１法人／事業年度 

・オープンイノベーション型 ６９２法人／事業年度 

 



 

※適用件数については、現時点において増減させる要素が明確で

ないことから、令和５年度及び令和６年度は、令和４年度推計

値と同数とした。 

 

○業種別適用件数（実績） 

業種別に適用件数をみると、一般型、中小企業技術基盤強化税

制及びオープンイノベーション型いずれも下記のとおり幅広い業

種の企業で適用されている。 

 

○令和２年度一般型適用件数 

業種名 適用企業数 （うち資本金 1 億円以下の法人） 

総計 ３，５０４ １，０２４ 

製造業 ２，３６０ ６１４ 

 化学工業 ４７３ ９８ 

 機械製造業 ２８６ ７５ 

 電気機械 ２６０ ６８ 

 食料品 ２３５ ６１ 

 輸送用機械 １５０ ２３ 

 金属製品 １６６ ５３ 

 その他製造業 ７９０ ２３６ 

サービス業 ４２９   １６９ 

卸売業  ３１９   １２３ 

その他  ３９６   １１８ 

（出典：租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（財務

省）） 

 

○令和２年度中小企業技術基盤強化税制適用件数 

業種名 適用企業数 （うち資本金 1 億円以下の法人） 

総計 ５，１６４ ５，１４８ 

製造業 ３，１６０ ３，１５８ 

 化学工業 ３９４ ３９４ 

 機械製造業 ４４２ ４４２ 

 電気機械 ３９６ ３９６ 

 食料品 ２８３ ２８２ 

 輸送用機械 １０７ １０７ 

 金属製品 ３７７ ３７７ 

 その他製造業 １，１６１ １，１６０ 

サービス業 ７３０ ７２８ 

卸売業 ７８７ ７８２ 

その他 ４８７ ４８０ 

（出典：租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（財務

省）） 

 

○令和２年度オープンイノベーション型適用件数 



 

業種名 適用企業数 （うち資本金 1 億円以下の法人） 

総計 ５６２ ２８１ 

製造業 ３３３ １４２ 

 化学工業 ９１ ３３ 

 機械製造業 ３０ １２ 

 電気機械 ３９ １７ 

 食料品 ３４ １５ 

 輸送用機械 １４ ２ 

 金属製品 １７ １５ 

 その他製造業 １０８ ４８ 

サービス業 ９４ ６７ 

卸売業 ５０ ３４ 

その他 ８５ ３８ 

（出典：租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（財務

省）） 

 

※試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除については、制

度の対象の大宗が法人であり、所得税の活用については、国税庁

による申告所得税標本調査第１０表租税特別措置法関連項目によ

ると、令和２年度の適用は８人（適用金額２３百万円）となって

いる。それ以前の平成３０年度及び令和元年度の本税制の利用動

向に大きな変化が生じていないことを踏まえると、個人の活用状

況は極めて僅少であることが見込まれる。 

② 適用額 【国税】 

○減収額実績 

＜一般型＞ 

令和 ２年度 ４，７３７億円（１３２億円） 

令和 ３年度 ４，９９９億円（５０４億円）（見込み） 

令和 ４年度 ４，９９９億円（５０４億円）（見込み） 

 

＜中小企業技術基盤強化税制＞ 

令和 ２年度 ２０８億円（２０６億円） 

令和 ３年度 ２４５億円（２４３億円） 

令和 ４年度 ２４５億円（２４３億円） 

 

＜オープンイノベーション型＞ 

令和 ２年度 １０８億円（４．５億円） 

令和 ３年度 １３３億円（５．５億円） 

令和 ４年度 １３３億円（５．５億円） 

 

○将来推計 

＜令和５年度＞ 

・一般型 ４，９９９億円 

・中小企業技術基盤強化税制 ２４５億円 

・オープンイノベーション型 １３３億円 

 

＜令和６年度＞ 



 

・一般型 ４，９９９億円 

・中小企業技術基盤強化税制 ２４５億円 

・オープンイノベーション型 １３３億円 

 

※令和２年度は「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報

告書（財務省）」により把握。 

※令和３年度、令和４年度及び将来推計は、「令和３年度経産省

アンケート調査」の集計結果を元に、「租税特別措置の適用実

態調査の結果に関する報告書（財務省）」の数字で割り戻した

数値で補正し算出している。 

 

【地方税】 

○減収額実績 

＜中小企業技術基盤強化税制＞ 

令和 ２年度 １７億円 

 

＜オープンイノベーション型＞ 

令和 ２年度 ０．３６億円 

 

（出典：「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関す

る報告書（総務省）」） 

 

○将来推計 

＜令和５年度＞ 

・中小企業技術基盤強化税制 １７億円 

・オープンイノベーション型 ０．３９億円 

 

＜令和６年度＞ 

・中小企業技術基盤強化税制 １７億円 

・オープンイノベーション型 ０．３９億円 

 

※国税における適用額の推計のうち、資本金１億円以下の法人分

の推計額に法人住民税率（７．０％）を乗じた数を計上した。 

 

○業種別適用金額（実績） 

業種別の適用金額では、一般型（輸送用機械）及びオープンイ

ノベーション型（化学工業）の割合が高くなっている。 

一般型については、輸送用機械が全産業の研究開発費に占める

割合が１９．５％と非常に高いことから、積極的に研究開発投資

を行っていると考えられる。また、オープンイノベーション型に

ついては、全産業の研究開発費に占める化学工業の割合が５５．

４％と非常に高く、オープンイノベーションを積極的に行ってい

るものと考えられる。 

 

○令和２年度一般型適用金額           （単位：百万円） 

業種名 適用金額 （うち資本金１億円以下の法人） 

総計 ４７３，７２０ １３，２３０ 

製造業 ３７８，４１９ ９，０８６ 



 

 化学工業 ８５，８５０ ３，０４１ 

 機械製造業 ３２，０６９ ４９１ 

 電気機械 ６８，０９２ ７２１ 

 食料品 １６，０８３ ７４１ 

 輸送用機械 ９２，５９４ １６５ 

 金属製品 ３，９４２ ３３８ 

 その他製造業 ７９，７８８ ３，５８９ 

サービス業 １４，５１１ １，５９９ 

卸売業 ２５，１４０ １，３２８ 

その他 ５５，６５０ １，２１７ 

（出典：租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（財務

省）） 

 

○令和２年度中小企業技術基盤強化税制適用金額（単位：百万円） 

業種名 適用金額 （うち資本金１億円以下の法人） 

総計 ２０，７６６ ２０，６２０ 

製造業 １４，９６３ １４，９５９ 

 化学工業 ３，０７５ ３，０７５ 

 機械製造業 １，９７２ １，９７２ 

 電気機械 １，７８６ １，７８６ 

 食料品 １，３４６ １，３４２ 

 輸送用機械 ４２６ ４２６ 

 金属製品 １，２３８ １，２３８ 

 その他製造業 ５，１２０ ５，１２０ 

サービス業 １，７４４ １，７３７ 

卸売業 ２，７６５ ２，６３９ 

その他 １，２９４ １，２８５ 

（出典：租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（財務

省）） 

 

○令和２年度オープンイノベーション型適用金額 （単位：百万円） 

業種名 適用金額 （うち資本金１億円以下の法人） 

総計 １１０，７６８ ４４９ 

製造業 ９，３１４ ２８３ 

 化学工業 ５，９６９ １８９ 

 機械製造業 ３８８ １３ 

 電気機械 ５８０ １３ 

 食料品 １７９ １７ 

 輸送用機械 ５８２ １ 

 金属製品 １８ １１ 

 その他製造業 １，５９７ ４０ 

サービス業 ２９６ ７１ 



 

卸売業 ３６７ ５１ 

その他 ７９１ ４４ 

（出典：租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（財務

省）） 

 

※なお、総務省「科学技術研究調査」令和３年調査結果（令和２

年度実績）によれば、民間研究開発投資額（１３．８兆円）の

うち、製造業の割合は８９．９％であり、業種別研究開発投資

構成比の上位業種としては、「輸送用機械器具製造業（２８．

０％）」、「医薬品製造業（９．５％）」、「電子部品・デバ

イス・電子回路製造業（８．３％）」、「情報通信機械器具製

造業（８．３％）」となっているほか、非製造業の割合は１

０．１％となっている。 

 

③ 減収額 適用額に同じ。  

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

我が国の政府研究開発投資は増加したものの、民間投資は減少

したことから、研究開発投資の総額は減少している。 

 
支出源別研究費の推移（億円） 

 ２０１９年度 ２０２０年度 前年比 

総額 １９５，７５７ １９２，３６５ －１．７ 

国・地方自治体 ３２，９０１ ３３，６０１ ２．１ 

民間 １６１，７９１ １５７，８０２ －２．５ 

海外 １，０６５ ９６２ －９．６ 

（出典：科学技術研究調査（総務省）） 

 

 そのため、「２０２１年度から２０２５年度までの官民合わせ

た研究開発投資の総額を約１２０兆円」を達成するためには、引

き続き本制度において、企業におけるイノベーションに繋がる中

長期・革新的な研究開発への積極的な投資やイノベーション経営

に向けた企業の意識・行動改革を最大限後押しすることが重要で

あると考えられる。  
⑤ 税収減を是

認する理由

等 

研究論文（Ｋａｓａｈａｒａ ｅｔ ａｌ.（２０１４））によ

れば、研究開発税制（総額型）の導入により、研究開発投資が

３．０～３．４％増加したとされている。また、経済産業省と連

携した上で、経済産業研究所がＥＢＰＭの一環として行った研究

のディスカッションペーパー（池内（２０２２））によれば、２

０１５年度の税制改正におけるオープンイノベーション型の拡充

により、平均で１４．４％の外部支出研究開発投資の増加に寄与

したことが示されている。 

 以上の様に、本税制の効果分析は一定程度行われているところ

であるが、こうした過去の分析等を踏まえつつ、引き続き、本税

制の効果分析について検討していく。 



 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

革新的なイノベーションがどのような業種・分野・企業形態か

ら生まれてくるかを予測するのは困難であり、業種・分野・企業

形態を問わず、幅広く技術・知識の基盤を確立させることが重要

であることから、民間企業の研究開発投資に対しては、中立・公

平な支援措置として税制措置を講じることが妥当。 

研究開発税制については、平成２９年度税制改正において、総

額型の仕組みに研究開発投資の増減に応じて支援にメリハリをつ

ける仕組みを導入した。さらに、令和元年度税制改正、令和３年

度税制改正のそれぞれにおいて控除率カーブを変更し、更なるメ

リハリの強化を進めてきたところ。 

しかしながら、２０２１年に閣議決定された「科学技術・イノ

ベーション基本計画」において「２０２１年度から２０２５年度

までの官民合わせた研究開発投資の総額を約１２０兆円にする」

ことが目標として示されており、これを達成するためには、今ま

で以上のスピードで、研究開発投資を増加させていくことが必要

な状況となっており、インセンティブをさらに強化し、民間の研

究開発投資を後押ししていく。 

 

大企業とスタートアップの委託・共同研究を促すことは、大企

業にとっては、新しい技術・アイデアを取り込むことにつなが

り、新領域への研究開発投資の機会を生み出すことにつながる。

また、スタートアップにとっては、大企業の経営資源を活用する

ことで、成長のスピードを加速化することができ、その成長過程

で多額の研究開発投資を行うことができる。 

そのため、大企業のスタートアップとの委託・共同研究を支援

するオープンイノベーション型を、より使いやすい制度に見直す

ことは、我が国の研究開発投資を増やすことに効果的であり、政

府目標の達成を目指す上で妥当であると考えられる。 

 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

一般に、研究開発投資を促す政策的な手段としては、税制に加

えて、規制緩和、補助金等の予算による支援が考えられるため、

これらの政策ツールとの税制の役割の違いについて述べる。 

規制緩和については、規制を理由に現在生まれていない市場を

生み出す、または、これまで制限されていた市場を拡大するとい

う効果を期待するものである。しかし、これらの効果は、主に規

制の強い産業領域において有効であり、規制緩和が行われた領域

の周辺で影響を及ぼす。そのため、あらゆる分野のイノベーショ

ンが期待できる訳ではない。 

予算事業については、量子、ＡＩ、医療、バイオ等の重点分野

に対し、国からの資金を呼び水に集中的に民間投資を促すことが

できるという意味で効果的である。しかし、イノベーションがど

のような領域の組み合わせによって生まれるかを事前に予測する

ことは困難であること、研究開発は長期間継続して行うことによ



 

って、はじめて成果が生まれるケースも多々あることから、民間

企業の自由な発想に基づく、研究開発を支援することも必要。そ

の意味で、研究開発税制は、研究開発テーマについて、特定のも

のに限定しておらず、市場原理、民間の創意工夫に基づいて、研

究開発投資額を増やした領域に対してのインセンティブが生まれ

る仕組みとなっている。 

実際、ＯＥＣＤペーパー（Ａｐｐｅｌｔ， Ｓ． ｅｔ ａ

ｌ．（２０１６））においても、研究開発税制と予算等による直

接的な支援措置とでは政策目的が異なるとされており、予算等に

よる直接的な支援措置は社会的リターンが大きい特定のプロジェ

クトを支援するものである一方、研究開発税制は、民間企業にど

のような研究開発を行うかの選択の余地を残している点で、市場

原理に基づく措置であるとされており、上記の考え方とも一致す

る。 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

地方税法第２３条第１項第４号及び第２９２条第１項第４号にお

いて、法人住民税は試験研究費税額控除前の法人税額を課税標準

とすることとされている。その中で、中小企業者等においては、

地方税法附則第８条により、試験研究費税額控除後の法人税額を

課税標準とすることが定められている。 

12 有識者の見解  今般の延長及び拡充については問題ない。 

 当該措置の有効性を確認するため、当該措置と企業による研究

開発費の増額の関係性について検証が必要ではないか。 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

【事前評価】令和２年９月 

 

 

 



 

別紙第１ 

 

１ 科学技術・イノベーション基本計画（抄） 

令和３年３月２６日 

閣 議 決 定 

 

第３章 科学技術・イノベーション政策の推進体制の強化 

１．知と価値の創出のための資金循環の活性化  

(b) あるべき姿とその実現に向けた方向性 

【科学技術・イノベーション政策において目指す主要な数値目標】（主要指標） 

・ ２０２１年度より２０２５年度までの、政府研究開発投資の総額の規模：約３０兆円 

・２０２１年度より２０２５年度までの、官民合わせた研究開発投資の総額：約１２０

兆円（政府投資が呼び水となり民間投資が促進される相乗効果や我が国の政府負担研

究費割合の水準等を勘案） 

 

２ 経済財政運営と改革の基本方針２０２２（骨太の方針）（抄） 

令 和 ４ 年 ６ 月 ７ 日 

閣 議 決 定 

 

第２章 新しい資本主義に向けた改革 

１．新しい資本主義に向けた重点投資分野 

（２）科学技術・イノベーションへの投資 

社会課題を経済成長のエンジンへと押し上げていくためには、科学技術・イノベーショ 

ンの力が不可欠である。特に、量子、ＡＩ、バイオものづくり、再生・細胞医療・遺伝子 

治療等のバイオテクノロジー・医療分野は我が国の国益に直結する科学技術分野である。 

このため、国が国家戦略を明示し、官民が連携して科学技術投資の抜本拡充を図り、科学 

技術立国を再興する。その上で、研究開発投資を増加する企業に対しては、インセンティブ

を付与していく。（以下略） 

 

（３）スタートアップ（新規創業）への投資 

スタートアップは、経済成長の原動力であるイノベーションを生み出すとともに、環境 

問題や子育て問題などの社会課題の解決にも貢献しうる、新しい資本主義の担い手である。

（中略）ベンチャーキャピタルとも連携した支援の拡充や創薬ベンチャーへの支援の強化を

行うほか、革新技術の研究開発とスタートアップ創出を行う拠点づくりを海外の大学等とも

連携し、民間資金を基盤として運営される形で進める。 

（以下略） 

 

第３章 内外の環境変化への対応 

１．国際環境の変化への対応 

（１）外交・安全保障の強化 

国際社会では、米中競争、国家間競争の時代に本格的に突入する中、ロシアがウクライ 

ナを侵略し、国際秩序の根幹を揺るがすとともに、インド太平洋地域においても、力による

一方的な現状変更やその試みが生じており、安全保障環境は一層厳しさを増していることか

ら、外交・安全保障双方の大幅な強化が求められている。（中略） 

加えて、装備品の取得に関し、国内の防衛生産・技術基盤を維持・強化する観点を一層

重視するとともに、基盤強化のために装備移転に係る見直しを含めた所要の制度整備を行

うなど、より踏み込んだ取組を検討する。 

（以下略） 



 

３ 新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画（抄） 

令 和 ４ 年 ６ 月 ７ 日 

閣 議 決 定 

 

Ⅲ．新しい資本主義に向けた計画的な重点投資 

２．科学技術・イノベーションへの重点的投資 

コロナ禍でワクチンが切り札になったように、科学技術・イノベーションには、感染

症・地球温暖化・少子高齢化等、世界が直面する様々な社会的課題を解決する力がある。 

（中略） 

このため、民間の現預金を活用した研究開発投資に対するインセンティブを強化する。

具体的には、オープンイノベーションを更に加速し、研究開発投資全体を押し上げられる

よう、民間企業の研究開発投資を促進するための税制の在り方について検討を進める。 

（中略） 

その上で、研究開発投資を増加する企業に対しては、インセンティブを付与していく。 

（以下略） 

 

３．スタートアップの起業加速及びオープンイノベーションの推進  

（２）付加価値創造とオープンイノベーション  

② 既存企業のオープンイノベーションの推進のための税制等の在り方やルールの見直し

（中略） 

スタートアップに投資し、さらに買収することが、スタートアップの出口戦略として

も、既存の大企業のオープンイノベーションの推進策としても重要である。このため、

オープンイノベーションを促進するため、税制等の在り方をこれまでの効果も勘案し再

検証する。 

（以下略） 

 

４ 激変する世界・日本における今後の中小企業政策の方向性 ―成長に向けた自己変革に挑

戦し、地域を支える中小企業が「成長と分配の好循環」をリードする―（抄） 

 

令 和 ４ 年 ６ 月 ２ ２ 日 

中小企業政策審議会 総会 

 

第４章 中小企業・小規模事業者の変革・挑戦を阻んできた要因分析（構造的背景の考察） 

 中小企業・小規模事業者は、既に高い成長意欲を持ち、世界のマーケットで戦う中小企業も

あれば、地域コミュニティを支える小規模事業者も存在するなど、経営方針や事業規模、従事

する業種等の面で、正に多種多様、千差万別である。 

（中略）世界や日本が構造変化に直面する中、日本経済全体のパフォーマンスを向上させ、

「成長と分配の好循環」を実現する上でも、また、新たな価値観や地政学リスクに対応するサ

プライチェーンを構築する上でも、中小企業・小規模事業者が本来持つ強み（分厚い構造、イ

ノベーションに適した特性等）を発揮し、成長・生産性向上を目指していくことが重要であ

る。（中略）こうした企業が成長志向に変革していき、一者でも多くの中小企業・小規模事業

者が成長志向になることを目指して、政策支援を展開していきたい。 

（以下略） 

 

 

 

 

 



 

５ 防衛生産・技術基盤戦略（抄） 

平成２６年６月１９日 

防 衛 省 策 定 

 

５．防衛生産・技術基盤の維持・強化のための諸施策 

（６）関係府省と連携した取組 

防衛産業の強化には、防衛省における契約制度・研究開発の取組のほか、（中略）各種税

制・補助金の利用等に関し、経済産業省との連携を強化し、中小企業を含めた防衛産業がそ

のような支援スキームを円滑に利用できるような取組を行うことが効果的である。 

（以下略） 

  



 

別紙第２ 

 

 


